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研究成果の概要（和文）：クリーンディーゼル車などの次世代自動車普及政策の評価では，同一モデル内でガソ
リン車と次世代自動車となるグレードが存在することがあるため，グレードレベルの分析が必要となる．しかし
自動車については，価格や（燃費などの）品質のデータはグレード毎に存在するが，販売台数はモデル毎でしか
存在しないため，通常の差別化財の推定モデルの適用はできない．そこで本研究では，異なる集計レベル，つま
り，モデル毎の販売台数と，各モデル内に複数存在するグレード毎の価格と品質のデータを組み合わせた需要関
数の推定モデルを提示し，需要を定めるパラメタの推定を行った．本研究ではさらに，推定結果に基づく政策評
価を行った．

研究成果の概要（英文）：It is common practice for automobile firms to offer multiple grades for each
 of their car models. Consideration of the variant-level heterogeneity is an important element in 
assessing attribute-based policy interventions, such as tax incentives for next generation cars, 
because of substantial grade-level differences in attributes within a model. This study presented a 
discrete choice model of product differentiation at the grade-level, and estimated structural 
parameters in the model by using the data on different levels of aggregation: model-level sales and 
grade-level price and attributes. Based on the estimates, this study assessed the policies to 
promote next generation cars in Japan.

研究分野： 産業組織論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
東日本大震災以降，原子力発電所の稼働を通じた温室効果ガスの削減が困難となっている中で，高い温室効果ガ
スの排出シェアを持つ自動車市場でその削減を進めることは喫緊の政策課題である．日本ではいわゆるエコカー
減税や補助金などの環境優良車の普及促進政策が導入されており，その効果を定量的に把握することは欠かせな
いものの，政策評価を行うに当たって，常に理想的なデータが利用可能とは限らない．本研究で提示したデータ
の制約の下での需要関数の推定モデルは，理想的なデータが利用可能ではない状況での分析を可能とするもので
あり，近年注目を集める「エビデンスに基づく政策策定」の一助となることが期待される．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（１）環境政策の必要性 
  CO2 などの温室効果ガスの排出は将来的な地球温暖化に伴う環境被害をもたらすため，企業
や消費者はこうした費用を勘案した行動が望まれる．しかし，以下の 2 つの理由から温室効果
ガスの排出削減努力は過小となるため，政策介入の必要性が生じる．  
① 温室効果ガス削減に係るただ乗り問題…各企業，消費者などの経済主体にとっては個別に

排出する温室効果ガスの量は全体の量と比較して非常に小さく，また温室効果ガス削減か
ら得られる便益は実際に温室効果ガスの削減をした経済主体のみに帰着するのではなく，
広く経済全体に波及する．そのため，各経済主体は自らが温室効果ガスを削減することな
しに，他の経済主体の削減にただ乗りするインセンティブを持つ． 

② 世代間トレードオフ…地球温暖化の問題そのものは将来世代の問題であるため，現役世代
はそうした費用を過小に評価して行動してしまう． 

 
（２）温室効果ガス削減における自動車市場の重要性 
  温室効果ガスの削減は必ずしも自動車市場に限った問題ではない．しかしながら，以下の 2
点に示すように，温室効果ガス削減における自動車市場の果たす役割は大きい． 
① 東日本大震災に伴う温室効果ガス削減計画の見直し…東日本大震災に伴う原発事故以降，

原子力から火力などの温室効果ガス排出量の大きい発電へのシフトにより，電力以外の部
門での温室効果ガスの削減の重要性が増している． 

② 自動車市場の重要性…日本の運輸部門における CO2 排出量は全体の排出量の約 20%，う
ち自家用乗用車の排出量は約 50%(国土交通省 HP 参照)であり，運輸部門，そして自家用
車市場において環境政策を用いた CO2 削減が果たす役割は大きい． 

 
（３）政策評価モデルの現状と課題: グレードレベルでの評価の欠如 
  自動車市場における環境政策評価に応用可能な Berry et al.(1995)による計量分析手法を用
いた研究では，自動車のプリウス，ヴィッツなどの車種レベルの分析が中心であった．こうし
た車種レベルの分析では，各車種内で数多く存在するグレードの中から，研究者が任意に選択
した一つのグレードの価格や品質に注目する．しかしながら，近年の自動車市場では，同一車
種に数多くのグレードが販売され，なおかつグレード間で品質の差が大きいため，このように
グレード間の異質性を無視した政策評価，そして研究者の任意の選択に基づく政策評価には問
題がある． 
① グレードレベルの価格・品質の異質性…2013 年 4 月に販売されている車種は，各車種につ

いて平均で 10 のグレードが存在し，車種内の最低価格と最高価格は平均で 40%の差が存
在する．品質についても異質性は大きく，燃費の場合，最低と最高で平均 23%の差がある
(Goo-net に掲載されるカタログ情報から計算)．また，マツダのアクセラのように，ガソリ
ン，ハイブリッドのグレードに加え，次世代自動車の一つであるクリーンディーゼルのグ
レードが存在するものもある． 

② グレード間異質性と環境政策評価…減税，補助金政策の対象は燃費性能に加え，次世代自
動車か否かにも依存する．これまでの研究のように，各車種内で一つのグレードを選び出
す分析では，研究者が選択したグレードが政策対象であるか否かにより，政策の効果は異
なってしまう．したがって，政策の効果を評価する際には，グレード間の異質性を考慮し
た分析が欠かせない． 

 
２．研究の目的 
  本研究では，グレード間の異質性を明示的に考慮に入れた環境政策評価のための実証モデル
を構築し，2010 年以降のエコカー減税・補助金による高燃費車，次世代燃料車の普及に与えた
影響を明らかにすることを目的とした．詳細は以下の通りである． 
 
（１）データの制約下での実証モデルの構築(グレードレベルの需要関数の推定) 
  Berry et al.(1995)による離散選択モデルでは，各選択肢の販売台数，価格，品質のデータが
必要となる．グレードレベルでこうしたデータが利用可能であれば，これまでの方法をグレー
ドレベルの分析として実施可能だが，自動車市場では通常，グレードレベルの販売台数データ
が存在しない．そのため，これまでの研究では販売台数のデータに合わせて一つのグレードの
価格と品質のデータを用い，それ以外のグレードの情報を捨てていた．本研究では，グレード
レベルの消費者の選択行動を定式化し，グレードレベルの需要を集計したものとして，車種レ
ベルの需要関数を導出する．このとき，車種レベルの販売数量を説明する需要関数を，車種内
のすべてのグレードの価格と品質の関数として定式化できるため，利用可能なデータをすべて
活用した実証分析を実施できる． 
 
 



３．研究の方法 
データとして利用可能な情報は，自動車の①車種レベルの新規登録台数，②グレードレベル

の新車価格と品質(燃費，排気量など)である．本研究ではまず，これらの情報を含むデータベ
ースを作成する．次に，作成したデータベースを用いて離散選択モデルを応用した消費者行動
モデルを構築し，グレードレベルの差別化された財の需要関数の推定を実施する．  
  実証モデルの大雑把なスケッチは以下のとおりである．まず，消費者 i が t 期に車種 j のグレ
ード n を選んだときに得られる効用を以下のように定義する． 
 

Uijnt = U(Xjnt, Yit; θ) + εijnt(λ) 
 
ここで Xjntは車種 j のグレード n の価格と品質(排気量，燃費，重量など)，Yitは所得などの消

費者属性を表す変数である．また，θは効用関数，つまり消費者行動を規定するパラメタで，εijt

はパラメタ λで特徴づけられる一般化極値分布に従う消費者の嗜好の異質性を表す． 
  推定では，εijtに係る確率分布の仮定から，消費者 i が車種 j のグレード n を選択する確率と，
周辺確率として車種 j の選択確率を導出する．データとして利用可能なものは車種レベルの販
売台数であるので，各個人の車種の選択確率を集計し，市場全体での車種の選択確率，すなわ
ちマーケットシェアを計算し，モデルの予測する各車種の選択確率と観察された(データ上の)
車種のシェアとの距離が小さくなるよう，パラメタ θ，λを推定する． 
 
４．研究成果 
本研究課題の主要な成果は，データの制約の下で，グレードレベルで需要関数の推定を実施

するための実証モデルの構築と，それを現実の日本の自動車市場のデータを用いて推定を実施
し，2012 年度，2013 年度に導入されていたいわゆるエコカー減税，補助金の影響を定量的に評
価した点である．政策評価について，具体的な分析結果は，以下の表にまとめられる． 
 

(i) エコカー（2015 年度燃費基準を満たす自動車）販売台数（千台）への影響 

年度 (a)政策有 (b)政策無 政策効果: (a) - (b) 変化率 (¥%) 

2012 2696 2355 341 14.48 

2013 3647 3325 322 9.68 

(ii) 次世代自動車（プラグインハイブリッド車，クリーンディーゼル車）販売台数（千台）への影響 

年度 (a)政策有 (b)政策無 政策効果: (a) - (b) 変化率 (¥%) 

2012 84 63 21 33.77 

2013 109 85 24 28.46 

 
（１）研究を進めるにあたって生じた問題とその解決 
本研究課題では，推定モデルの理論的な構造と推定の手続き（および推定プログラム）はす

ぐにまとめることができたものの，実際に自動車のデータにモデルを適用する段階では困難に
直面した．特に，本研究課題を進めていた当初に用いていたデータベースでは，推定結果の標
準誤差が大きく，いくつかのグループのパラメタの推定値については統計的に有意な値は得ら
れず，最適化のプログラムがうまく収束しているかどうかが疑わしい状況であった．研究を進
める中で判明したのは，モデル毎のグレードの数の違いは（たくさんのグレードを敢えて設定
するような）企業の戦略や（ミニバンなどの）自動車のタイプの特性を反映している可能性が
高いという点である．グレードの数の多さは多様性の観点から消費者にとってメリットがある
ものと考えられるが，当然ながら，主要な違いがある場合にのみ異なるグレードが設定されて
いる状況と，細かな違いでたくさんのグレードが設定されている状況では多様性から得られる
効用には違いがあると考えられる．本研究の実証モデルは，グレードの数がモデルレベルの需
要にどの程度の影響を与えるかを測ることを可能とするものであるが，モデルに応じてグレー
ドの数の影響が異なるような状況は想定していなかった． 
研究の最終年となってしまったが，以上の問題を解決するため，データベースの全面改訂を

行った．具体的には，これまでカタログにあるグレード全てを消費者が選択可能な「グレード」
とするのではなく，各モデル内に複数存在するが，グレードレベルでは共通であることもある，
自動車の型式を選択可能な「グレード」と設定し，データベースを再構築した．その結果，当
初は各モデルについて平均で 10 以上のグレードが存在していたが，型式をグレードとすること
で平均 3程度となった．データベースの改訂と併せて，プログラムを全面的に改訂し，安定的
にプログラムが収束するようになったことと，推定結果についても統計的に有意な結果が得ら
れるようになった．現状の分析結果を用いて，いくつか現実のデータを正しく予測できるかを
検証し，いくつかの問題点は残っているものの，追加の変数などを導入することで対処できる
見込みが得られている．最新の研究成果は，APIOC 2018 (Melbourne University)で研究報告を
実施した． 
 
 



（２）今後の課題 
本来であれば，分析結果を踏まえて様々な政策シミュレーションを実施することを目的とし

ていたが，本研究課題終了時点では，十分な分析ができていない点が課題として残っている．
また，関連研究の投稿は行った（現在，産業組織論の専門ジャーナルで改訂中）ものの，メイ
ンの研究であるグレードレベルの分析についてはまだ投稿に至っていない．これらは，研究課
題終了後も引き続き取り組んでいきたい． 
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